
（別紙）

事業者の区分

☑

年度～ 年度～

か年

令和5 令和5
計画期間 2023 年度～ 2023 年度

地方行政に係る事務事業

前年度の実績

1

※該当する項目

すべてにチェッ

クを入れてくだ

さい。（複数

可）

目標達成のため

の

推進体制

目標達成のため

の

措置の内容

照明設備のLED化を進める。

令和４年度に市役所及び市内全域の脱炭素政策をマネジメントする専門部署として「脱炭素政

策室」を新設し、さらに、令和４年５月には庁内組織として市長をトップとした「延岡市脱炭

素政策推進本部」を設置し、民間事業者に先駆けて市役所が率先して脱炭素に取り組む体制を

構築した。

総排出量

原単位の排出量

t-CO2

基準年度の実績①

2241

排

出

状

況

及

び

目

標

特定事業者以外の者

数字・文字入力必要箇 選択必要箇所 自動入力箇所

住所

氏名

宮崎県延岡市東本小路２番地1

延岡市教育委員会 澤野 幸司

主たる業種 98地方公務

温室効果ガス排出抑制計画書提出書類の区分

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則第９

条第１号に該当する特定事業者

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則第９

条第２号に該当する特定事業者

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則第９

条第３号に該当する特定事業者

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則第９

条第４号に該当する特定事業者

事業概要

特記事項
脱炭素社会の実現に向けた取組を定める地方公共団体実行計画（事務事業編）について、来年

度改定予定であり、さらなる省エネの推進や再エネ設備の導入を進めていく計画である。

原単位の考え方

目標達成のため

の

地方公共団体実行計画をもとに、教育委員会の事業における温室効果ガス総排出量の抑制に向

けた取組を推進していく。

目標年度② 増減率目標設定

の方法 年度 年度 年度2022

温

室

効

果

ガ

ス

の

2023

t-CO2 t-CO22,264

(②－①)/①×100

％-1.0

％


